
平成 12年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 12年 5月 24日

上   場   会   社   名       ＮＴＮ株式会社 上場取引所 東 大 名 福 京 札

コード番号       6472 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 総務部長 大阪府

               氏　 　      名 近藤　登 TEL (06) 6443 - 5001
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 24日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 12年 6月 29日

１. 12年 3月期の業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)経営成績 記載金額は、百万円未満切り捨てて表示しております。

          売　　上　　高          営　業　利　益         経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 243,499 0.6 2,801 △ 49.0 2,719 △ 53.5

11年 3月期 242,037 △ 7.8 5,493 △ 48.5 5,843 △ 41.0

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 △ 25,823 - △ 55.77 - △ 18.1 0.7 1.1

11年 3月期 3,559 △ 31.8 7.69 7.30 2.3 1.5 2.4

(注)①期中平均株式数 12年 3月期    463,056,775 株          11年 3月期    463,056,775 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

12年 3月期 6.50 3.50 3.00 3,009 - 2.3

11年 3月期 8.00 4.50 3.50 3,704 104.1 2.4

(3)財政状態
    　　　総  資  産         　株  主  資  本        株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 398,960 128,208 32.1 276.87

11年 3月期 384,254 157,354 41.0 339.82

（注）期末発行済株式数　12年 3月期    463,056,775　株　　　11年 3月期    463,056,775株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 126,000 2,200 1,700 3.00 － －

通　　期 258,000 6,300 5,500 － 3.00 6.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               11 円   88 銭



 比 較 貸 借 対 照 表  

(単位：百万円）

   科         目 増      減

資   産   の   部 398,960 384,254 14,706

   流  動  資  産 214,128 214,351 △ 223

現 金 及 び 預 金 35,230 32,071 3,159
受 取 手 形 18,867 18,242 625
売 掛 金 57,116 71,217 △ 14,101
有 価 証 券 32,360 38,477 △ 6,117
製 品 及 び 仕 掛 品 51,954 43,767 8,187
原 材 料 品 5,311 5,303 8
繰 延 税 金 資 産 1,151 263 888
未 収 入 金 6,592 3,284 3,308
短 期 貸 付 金 5,325 1,515 3,810
そ の 他 流 動 資 産 227 227 0
貸 倒 引 当 金 △ 8 △ 18 10

  固  定  資  産 184,831 169,903 14,928

（有形固定資産） （ 96,505 ） （ 101,835 ） （ △ 5,330 ）
建 物 及 び 構 築 物 27,713 27,678 35
機 械 装 置 49,126 53,662 △ 4,536
工 具 器 具 及 び 備 品 4,748 4,393 355
土 地 13,960 14,314 △ 354
建 設 仮 勘 定 956 1,785 △ 829
（無形固定資産） （ 757 ） （ 127 ） （ 630 ）
ソ フ ト ウ ェ ア 641 － 641
電 話 加 入 権 57 59 △ 2
そ の 他 無 形 固 定 資 産 58 68 △ 10
（投   資   等） （ 87,568 ） （ 67,939 ） （ 19,629 ）
投 資 有 価 証 券 4,751 4,495 256
子会社株式及び同出資金 60,478 55,036 5,442
長 期 貸 付 金 620 3,850 △ 3,230
長 期 前 払 費 用 26 616 △ 590
繰 延 税 金 資 産 19,279 1,347 17,932
そ の 他 投 資 2,423 2,601 △ 178
貸 倒 引 当 金 △ 11 △ 7 △ 4

合 計 398,960 384,254 14,706

当 期 前 期

(平成12年3月31日) (平成11年3月31日)



 比 較 貸 借 対 照 表  

(単位：百万円）

   科         目 増      減

負  債   の   部 270,751 226,900 43,851

  流  動  負  債 128,813 127,814 999

支 払 手 形 25,645 25,444 201
買 掛 金 35,829 32,320 3,509
短 期 借 入 金 36,900 37,500 △ 600
短 期 償 還 社 債 20,000 20,000 －
未 払 金 10,029 11,394 △ 1,365
未 払 法 人 税 等 30 734 △ 704
そ の 他 流 動 負 債 378 419 △ 41

  固  定  負  債 141,938 99,086 42,852

社 債 40,000 40,000 －
転 換 社 債 30,000 30,000 －
長 期 借 入 金 1,600 1,000 600
退 職 給 与 引 当 金 69,712 27,087 42,625
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 626 999 △ 373

資  本   の   部 128,208 157,354 △ 29,146

資 本 金 39,599 39,599 －
( 法 定 準 備 金 ） （ 60,801 ） （ 60,468 ） （ 333 ）
資 本 準 備 金 52,622 52,622 －
利 益 準 備 金 8,178 7,846 332
( 剰 余 金 ） （ 27,808 ） （ 57,285 ） （ △ 29,477 ）
特 別 償 却 準 備 金 4 9 △ 5
買 換 資 産 圧 縮 積 立 金 167 169 △ 2
別 途 積 立 金 51,405 51,405 －
当期未処分利益(△損失 ) △ 23,768 5,701 △ 29,469
（うち当期純利益（△純損失）） （ △ 25,823 ） （ 3,559 ） （ △ 29,382 ）

合 計 398,960 384,254 14,706

当 期 前 期

(平成12年3月31日) (平成11年3月31日)



     （単位：百万円）

 科                目

 営    業    収    益     ％     ％     ％

売 上 高 243,499 100.0 242,037 100.0 1,462 0.6

 営    業    費    用 240,698 98.8 236,544 97.7 4,154 1.8

売 上 原 価 （ 208,762 ） （ 85.7 ） （ 203,861 ） （ 84.2 ）（ 4,901 ） （ 2.4 ）

販売費及び一般管理費 （ 31,936 ） （ 13.1 ） （ 32,682 ） （ 13.5 ）（△ 746 ） （ △ 2.3 ）

 営   業   利   益 2,801 1.2 5,493 2.3 △ 2,692 △ 49.0

 営  業  外  収  益 4,577 1.9 6,332 2.6 △ 1,755 △ 27.7

受取利息及び配 当金 （ 2,768 ） （ 1.1 ） （ 5,206 ） （ 2.2 ）（△ 2,438 ） （ △ 46.8 ）

雑 収 入 （ 1,809 ） （ 0.8 ） （ 1,126 ） （ 0.4 ）（ 683 ） （ 60.7 ）

 営  業  外  費  用 4,659 1.9 5,982 2.5 △ 1,323 △ 22.1

支払利息及び割 引料 （ 2,361 ） （ 1.0 ） （ 2,832 ） （ 1.2 ）（△ 471 ） （ △ 16.6 ）

雑 損 失 （ 2,298 ） （ 0.9 ） （ 3,150 ） （ 1.3 ）（△ 852 ） （ △ 27.0 ）

 経   常   利   益 2,719 1.1 5,843 2.4 △ 3,124 △ 53.5

 特    別    利    益 609 0.3 795 0.3 △ 186 △ 23.4

   貸倒引当金戻入額 （ － ） （ － ） （ 795 ） （ 0.3 ）（△ 795 ） （ － ）

   固定資産売却益 （ 609 ） （ 0.3 ） （ － ） （ － ）（ 609 ） （ － ）

 特    別    損    失 48,728 20.0 1,009 0.4 47,719 －

（ － ） （ － ） （ 1,009 ） （ 0.4 ）（△ 1,009 ） （ － ）

（ 41,828 ） （ 17.2 ） （ － ） （ － ）（ 41,828 ） （ － ）

（ 6,900 ） （ 2.8 ） （ － ） （ － ）（ 6,900 ） （ － ）

△ 45,399 5,628 2.3 △ 51,027 －

322 0.1 2,894 1.2 △ 2,572 △ 88.9

1,078 0.4 － － 1,078 －

△ 18,819 △ 825 △0.4 △ 17,994 －

△ 25,823 3,559 1.5 △ 29,382 －

3,838 3,521 317

－ 786 △ 786

－ 119 △ 119

－ 6 △ 6

1,620 2,083 △ 463

162 208 △ 46

△ 23,768 5,701 △ 29,469

特 別 償 却 準 備 金

中 間 配 当 額

利 益 準 備 金 積 立 額

当期未処 分利 益（ △損 失）

前 期 繰 越 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額

税効果会計適用に伴う積立金等取崩額

買 換 資 産 圧 縮 積 立 金

法 人 税 還 付 額

法 人 税 等 調 整 額 △ 7.7

当 期 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） △ 10.6

体 質 改 善 費 用

税引前当期純利益（△純損失） △ 18.6

法人税、 住民 税及 び事 業税

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

固 定 資 産 売 却 益

有 価 証 券 評 価 損

退職給与引当 金繰 入額

経
 
常
 
損
 
益
 
の
 
部

営
業
損
益
の
部

営
業
外
損
益
の
部

特
別
損
益
の
部

比 較 損 益 計 算 書 

科         目

当 期 前 期

増           減自 平成11年4月 1日 自 平成 10年4月 1日

至 平成12年3月31日 至 平成 11年3月31日



   （単位：百万円）

当期未処分利益（△損 失） △ 23,768 5,701 △ 29,469

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 3 5 △    2

買 換資産圧縮積立金取 崩額 2 2 0

別 途 積 立 金 取 崩 額 28,500 - 28,500

        合         計 4,737 5,708 △ 971

     これを次のとおり処分

     いたします。

利 益 準 備 金 138 170 △    32

利 益 配 当 金 1,389 1,620 △   231

1株につき 1株につき

3円00銭 3円50銭

役 員 賞 与 金 - 80 △    80

( 取 締 役 賞 与 金 ) ( - ) ( 73 ) ( △    73 )

( 監 査 役 賞 与 金 ) ( - ) ( 7 ) ( △     7 )

特 別 償 却 準 備 金 145 - 145

買換資産圧縮特別勘定積立金 307 - 307

次 期 繰 越 利 益 2,756 3,838 △ 1,082

(注）平成11年12月10日に1,620百万円(1株につき3円50銭)の中間配当を実施いたしました。

比 較 利 益 処 分 案 

当             期 前             期

増    減自平成11年4月 1日 自平成 10年4月 1日

至平成12年3月31日 至平成11年3月31日



重要な会計方針

１．有価証券の評価方法及び評価基準

市場性のある有価証券  ……………  移動平均法による低価法（洗替え方式）

その他の有価証券  …………………  移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価方法及び評価基準  ……  総平均法による原価法

３．固定資産の減価償却方法

有形固定資産

  建物（建物附属設備を除く）……　定 額 法          

  建物以外  …………………………  定 率 法          

無形固定資産  ………………………  定 額 法          

　　　　　　　　　　　（追加情報）

　　　　　　　　　　　従来、投資等の「長期前払費用」に計上していたソフトウェアについては「研究開発費及びソフト

　　　　　　　　　　　ウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 12 号平成１１年

　　　　　　　　　　　3月 31 日）における経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用しております。

　　　　　　　　　　　ただし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示については、投資等の「長期前払費用」から

　　　　　　　　　　　無形固定資産の「ソフトウェア」に変更し、減価償却の方法については社内における利用可能期間

　　　　　　　　　　　（5年）に基づく定額法によっております。

４．繰延資産の処理方法　……………………　社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

５．引当金の計上基準

貸倒引当金

個別債権の貸倒見積額と貸倒経験率に基づいて算定した金額の合計額を計上しております。

退職給与引当金

従業員の退職金支払に備えるため、退職金規定に基づく自己都合による期末要支給額の１００％を

計上しております。

（会計方針の変更）

従来、従業員の退職金支払に備えるため、退職金規定に基づく自己都合による期末要支給額の４０

％を計上しておりましたが、当期から、自己都合による期末要支給額の１００％を計上する方法に

変更いたしました。この変更は、従業員の平均勤続年数の長期化に伴い、将来の退職金支払の増加

が見込まれるとともに、低金利水準の長期化により現行の引当率の計算基礎が実態と乖離している

こと、また次期から導入される退職給付に係る会計基準を考慮し、財務体質の早期健全化のため行

ったものであります。この変更により、４１，８２８百万円を特別損失に計上しており、この結果、

前期と同一の方法によった場合に比較して、税引前当期純損失は同額増加しております。なお、こ

の変更は、当下期に財務体質健全化計画の実行の一環として行ったものであります。

役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

６．リース取引の処理方法

　　　　　 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．消費税等の会計処理  …………………… 税 抜 方 式      



注   記   事   項

 （貸借対照表関係）   当      期    前      期

１.

                     株           数 1,407 株 8,852 株

                     金           額 0 百万円 3 百万円

２. 262,031 百万円 255,236 百万円

３. - 百万円 63 百万円

 （損益計算書関係）

１. 特別損失のうち、体質改善費用の内訳は、子会社よりの引取在庫評価損等４，１７９百万円、固定資産除却損

１，３２１百万円、子会社株式評価損等１，３９９百万円であります。

 （リース取引関係）   当      期    前      期

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

 (１) 借 主 側

     ①①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

  及び期末残高相当額

②未経過リース料期末残高相当額

457 百万円 560 百万円

2,192 百万円 2,504 百万円

2,650 百万円 3,064 百万円

③支払リース料及び減価償却費相当額

533 百万円 664 百万円

533 百万円 664 百万円

④減価償却費相当額の算定方法

定額法によっております。

 (２) 貸 主 側

①リース物件の取得価額、減価償却累計額

  及び期末残高

72 百万円 72 百万円

42 百万円 39 百万円

29 百万円 33 百万円

②未経過リース料期末残高相当額

9 百万円 9 百万円

29 百万円 39 百万円

39 百万円 49 百万円

③受取リース料及び減価償却費

9 百万円 8 百万円

3 百万円 7 百万円

 上記ファイナンス・リース取引の注記は、利息相当額の合理的な見積額を控除しない方法によっております。

２. オペレーティング・リース取引

  借 主 側

  未経過リース料

11 百万円 11 百万円

156 百万円 167 百万円

167 百万円 178 百万円合 計

受 取 リ ー ス 料

減 価 償 却 費

一 年 以 内

一 年 超

期 末 残 高

一 年 以 内

一 年 超

合 計

機械装置 機械装置

取 得 価 額

減 価 償 却 累 計 額

一 年 超

合 計

支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

自 己 株 式 の 数 及 び 金 額

有形固定資産の減価償却累計額

保 証 債 務 残 高

一 年 以 内

取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高
累 計 額 累 計 額

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

建物及び
構 築 物 2,631 963 1,667 2,631 845 1,785

工具器具
及び備品 1,730 747 982 2,548 1,290 1,257

長期前払
費 用

- - - 159 137 21

合 計 4,361 1,711 2,650 5,338 2,274 3,064



役 員 の 異 動            

　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成１２年 6月２９日付）

１． 新任監査役候補者

　　　　竹田　英樹　　　　（現　株式会社整理回収機構　取締役副社長）

　　　　中野　　勇

２． 退任予定監査役

　　　　常勤監査役　　　　　西本　 秀

監　査　役　　　　　竹内　哲夫

（ご参考）

新任監査役候補者略歴

　　　　
タケダ
竹 田　

ヒデキ
英 樹（生年月日　昭和１３年１２月７日、６１才）

　　　　　　昭和３６年　３月　　京都大学卒業

昭和３６年　４月　　株式会社三和銀行入行

　　　　　　平成　５年１２月　　同行専務取締役

　　　　　　平成　８年　６月　　同行取締役退任

　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社アプラス取締役副社長

　　　　　　平成１０年　６月　　株式会社住宅金融債権管理機構（現　株式会社整理回収機構）

　　　　　　　　　　　　　　　　取締役副社長（現任）

　　　　

　　　　
ナカノ   イサム
中 野   勇 （生年月日　昭和　６年　３月１３日、６９才）

　　　　　　昭和２６年　３月　　大阪府立化学工業専門学校（現　大阪府立大学）卒業

昭和２８年　３月　　金剛ベアリング株式会社（現　株式会社ＮＴＮ金剛製作所）入社

平成　元年　６月　　同社専務取締役

平成　３年　３月　　同社取締役退任

　　　　　　　　　　株式会社ＮＴＮ岸和田製作所取締役社長

平成　７年　５月　　同社取締役退任


